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1. 研究の背景と目的
日本では近年，都市を中心とした局地的かつ短時
間で激しい豪雨が多く発生し問題となっている．こ
の豪雨は特に「都市型豪雨」と呼ばれ，地下鉄や地下
街が多く存在する大都市部では浸水や交通機能の麻
痺などの甚大な被害を及ぼす．また豪雨の発生が突
発的であるためにその発生予測は非常に困難である
ことが特徴である．ヒートアイランド現象や高層ビ
ル群の影響との強い関係性が示唆されているが，降
水の分布や発生頻度は自然要因によって様々に変動
するため都市が降水に与える影響の詳細は十分に明
らかにされておらず，今なお未解明の部分が残され
ている．
本研究では，都市の構造変化や地球温暖化が降水
システムに与える影響を定量的に評価することを目
的として，領域気象モデルWRFを使用した数値実
験を行った．都市の高層化や人口排熱の増減，地球温
暖化の進行など種々の影響因子が，降水システムの
発生・発達プロセスにどの程度の影響を与え得るの
かを明らかにするため，擬似温暖化手法を用いた感
度分析を行い，各影響因子に関する寄与度の定量化
を試みた．

2. モデルの概要と設定条件
(1) モデルの概要
領域気象モデルWRF（Weather Reserch and Fore-

casting model）は NCAR(米国大気研究センター)，
NCEP（米国環境予測センター)が中心となり，実用
的な天気予報とそれに関連する研究のために開発さ
れた気象モデルである．本研究では，様々な物理パ
ラメータにより詳細に都市の状況を再現できる都市
キャノピーモデル（以下，UCM）のオプションを用
いて都市と豪雨の関係ついて解析を行った．また，本
研究では 3つの Domainを用いて 2-wayのネスティ
ング計算を行った．格子間隔を 3 km（Domain1），
1 km（Domain2），0.33 km（Domain3）と設定し，
Domain3のグリッド数は 138×138とした．初期条件
及び境界条件として，大気場に関してはメソ数値予
報モデルMSMのGPVデータ（気象庁提供，解像度
5km)を使用し，土壌湿度や海面水温に関しては客観
解析データ FNL（NCEP提供，解像度 30km）を使
用した．
(2) 設定条件
本研究では，都市化・高層化・人工排熱の増大・温
暖化の各項目を考慮する (ON)場合と，考慮しない
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表-1 都市化 ONの場合の UCM物性値

高層化 ON時 建物高さ（m）
高層都市 26.1

中層都市 20.9

低層都市 19.3

高層化 OFFの時 建物高さ（m）
高層都市 8.00

中層都市 7.00

低層都市 6.76

人工排熱 ON時 人工排熱（W/m2）
高層都市 58.2

中層都市 23.7

低層都市 15.0

人工排熱 OFF時 人工排熱（W/m2）
高層都市 17.9

中層都市 8.00

低層都市 5.25

表-2 都市化 OFFの場合の UCM物性値

　　　　　　　 　建物高さ (m)

　高層化 ON時　 20.9

高層化 OFF時 7.0

人工排熱 (W/m2)

　人工排熱 ON時 23.7

　人工排熱 OFF時 8.0

(OFF)場合の組み合わせ 16ケース，また，大気を過
去の状態にしたケース (過去気候)も加えた計 24ケー
スでシミュレーションを行った．都市化のOFFとON
は昭和 51年度と平成 21年度 (H21+)の土地利用を使
い表現した．建物高さ，建物幅，道路幅，人工排熱
などのUCMの物性値は，竹林の報告書1)，環境省ガ
イドライン2)，及び東京都統計年鑑3)を参考に設定し
た．建物高さ（高層化）・人工排熱の設定の詳細を表-1
（都市ON時），表-2（都市OFF時）に示す．
また本研究では，擬似温暖化手法により作成した
大気場を初期値・境界条件としたシミュレーションを
行い，全 12の豪雨イベントの将来気候及び,過去気
候の状態における変化量について検討した．擬似温
暖化手法とはMSMのGPVデータから算出した現在
の大気場データに全休気候モデル GCM20から算出
した変化量を加えることで将来気候や過去気候を擬
似的に表すことを擬似温暖化手法という．各ケース
名の表記の仕方は都市化を U,高層化を B,人工排熱
を H,とし，ONの場合を大文字，OFFの場合を小文
字で表すものとする．また，将来気候を G2,現在気
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図-1 2011年 8月 20日のシミュレーション結果に基いた 24時間積算降水量
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図-2 各ケースの 24時間・1時間・領域平均最大降水量
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図-3 全 14事例の階級別降水量発生回数

候をG1，過去気候をG0とする．取り扱う豪雨事例
は，総降雨量が 50 mm 以上で，風速場の特徴はなる
べく異なるように選定した．擬似温暖化データは，全
球気候モデル GCM20 による現在気候と将来気候の
間での変化量を，現在気候を精度よく再現したデー
タにアノマリとして加えて作成した．アノマリを加
えて更新する変数は，気温，相対湿度，海面水温，海
面校正気圧，風速である．

3. シミュレーション結果と考察
都市化ON,高層化ON,人工排熱ONにし，大気の
状態を変化させた場合の 24時間積算降水量を図-1に
示す．温暖化ONのケースにおいて，100 mm以上の
強雨が確認できる．続いて 24時間最大降水量，1時
間最大降水量，領域平均最大降水量の 3項目で評価
する．各最大降水量の 1事例あたりの平均値を図-2
に示す．同図の赤色が 24時間最大降水量，緑色が 1
時間最大降水量，青色が領域平均最大降水量を表し
ている．同図より，温暖化 ONのケースすべてにお
いて降水量が多いことが特徴である．このことから，
大気の変化量として加えた気温・相対湿度・海面水温
の影響が大きいことが考えられる．
次に，12事例それぞれにおいて各ケースの 24時間
最大降水量，1時間最大降水量，領域平均最大降水量
が 24ケース中上位 2位以内となった回数を図-3に示
す．同図より，1時間最大降水量を多く記録したケー
スはUbhGと uBhGとなっている．前者のケースに
おいては，領域平均最大降水量も記録回数が高く，局

地的でなく広範囲に雨が降ったことが予測される．反
対に，後者のケースでは領域平均最大降水量の記録
回数は少ないが，1時間最大降水量は一番多く記録し
ている．このことから，局地的な短時間の雨が多く降
るケースは都市化OFF，高層化OFF，人工排熱ON,
温暖化ONのケースであったことが示された．

4. まとめと今後の課題
本研究では，都市の高層化や人工排熱の増減，地球
温暖化の進行などの種々の影響因子が降水システム
の発生発達プロセスにどの程度の影響を与え得るの
かを明らかにするため，数値実験による寄与度の定
量化を試みた．各影響因子の寄与度の解析において
は，都市化OFF，高層化OFF，人工排熱ON，温暖
化 ONのケースにおいて短時間で局地的な豪雨が最
も起こる可能性が示された．今後の課題として，マル
チモデル実験，より詳細な土地利用データや都市構
造の設定，また，事例数を増やすことや，設定条件，
評価方法の検討を行い，各影響因子の寄与度を明確
に評価する必要がある．
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